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中国当局が EU 企業（計 14 社）を「輸出規制管理リスト」に追加掲載  
 

2026.7.27 
CISTEC事務局 

 
中国商務部は 7 月 24 日、中国輸出管理法及び同両用品目輸出管理条例に基づき、EU 企

業（計 14 社）を「輸出規制管理リスト」に掲載し、これら団体向けの中国両用品目の輸
出禁止及び国外の組織及び個人がこれら向けに中国原産の両用品目の輸出禁止（再輸出規
制）と現在進行中の取引停止を命ずると共に、特殊事情で必要な場合は商務部宛て輸出許
可申請を命ずる旨の措置を発表 1した（同日施行）。 
なお、同日の中国商務部報道官の記者会見によると、今般の措置について、23 日に EU

が発表した第 21 弾の対ロシア制裁措置 2において、中国本土及び香港の 14 社が制裁対象
リストに追加された行為に対するものとしている。 
中国当局は、本年 4 月にも EU 企業の「輸出規制管理リスト」への追加掲載を発表 3し

ていた。今般の追加掲載の措置内容についても、本年 4 月の措置と同様のものである。 
 

１． 概要 

 今般の措置について、両用品目輸出管理条例第 28 条及び第 29 条 4に基づくものとし
て、掲載者に対し、両用品目の取引の禁止や制限等を行うことができるとされ、今般の措
置では掲載企業（14社）に対し「両用品目を輸出することを禁止」するとされている。 
さらに、「国外の組織及び個人が中国を原産とする両用品目を掲載者に移転又は提供す

ることを禁止（再輸出規制）」する等の措置を講じている。 
 

２． 記者会見 

 
1 「商务部公告 2026 年第 30 号 公布将 14 家欧盟实体列入出口管制管控名单」（中華人民共和国商務部サ
イト政務公開・政策発布 2026 年 7 月 24 日）別添※CISTEC 仮訳 
https://www.mofcom.gov.cn/zwgk/zcfb/art/2026/art_2c9a32aa73bf4f5ea80ffa83e62fb259.html 
2 21st package of sanctions: EU hits Russian energy, financial services and crypto hard（EU 理事会サイト
報道発表 2026 年 7 月 23 日） 
https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2026/07/23/21st-package-of-sanctions-eu-hits-
russian-energy-financial-services-and-crypto-hard/ 
3 CISTEC 解説（中国商務部が EU 企業 7 社を輸出規制管理リストに追加掲載 2026 年 4 月 27 日） 
https://www.cistec.or.jp/service/keizai_anzenhosho/china/data/20260427.pdf 
4 両用品目輸出管理条例（CISTEC 仮訳） 
https://www.cistec.or.jp/service/keizai_anzenhosho/china/data/20241021_yaku.pdf 
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 同日、中国商務部において、本措置について記者会見を実施 5している。 
【CISTEC 仮訳】 

商務部報道官が EU のエンティティ 14 社を輸出規制管理リストに追加したことについ
て記者の質問に回答 
 
質問：2026 年 7月 24日、商務部は管理リストを対外公布しましたが、どのような点を
考慮しているのでしょうか？ 

回答：北京時間 7月 23日夜、EU は第 21 弾となる対ロシア制裁措置を正式に発表し、
中国内地および香港の企業 14 社を制裁リストに追加した。国の安全と利益を守り、
拡散防止等の国際義務を履行するため、EU の上記の悪質な行為に対し、《中華人民共
和国輸出管理法》および《中華人民共和国両用品目輸出管理条例》等の法律法規の関
連規定に基づき、中国は拉法特集団（Lafert S.p.A.）など EU のエンティティ 14 社を
輸出規制管理リストに追加することを決定し、輸出者が上記エンティティに両用品目
を輸出することを禁止し、国外の組織および個人が中華人民共和国を原産とする両用
品目を上記エンティティに移転または提供することを禁止した。 

 

３． 留意点 

 本年 4月の措置と同様に、今般の措置においても、国外の組織や個人に対して、中国原
産の両用品目を掲載者に移転又は提供することを禁止する、いわゆる再輸出規制の措置が
なされている。このため、日本企業が当該掲載者に対し、中国原産の両用品目の取引を行
おうとする場合、再輸出規制の対象となる。また、海外に子会社等がある場合において
も、当該子会社も同様に、掲載者に対して、両用品目を輸出することを禁止されている。 
過去に、中国における信頼できないエンティティリストの掲載措置において、掲載者と

同じ国内の企業が中国の規制を回避して掲載企業に中国製品を移転したとして、中国当局
より注意喚起を受け、再発防止策の提出を要求され、これに従わない場合は同リスト掲載
の警告が行われた例 6もある。 
こうした観点から、（本年 4月の措置と同様に）今般の措置においては、海外の子会社

等の関連会社が行う取引も含めて幅広く規制対象であるという点に留意するとともに、今
後の運用・執行動向を注視していく必要がある。 

以上  

 
5 「商务部新闻发言人就将 14 家欧盟实体列入出口管制管控名单答记者问」（中華人民共和国商務部サイト
新聞発布・報道官談話 2026 年 7 月 24 日） 
https://www.mofcom.gov.cn/xwfb/xwfyrth/art/2026/art_21b4467c09fc435d8d4aee6f310f9f8a.html 
6 CISTEC 解説（中国の最近の輸出規制とその関連動向（改訂版）2024 年 8 月 5 日） 
https://www.cistec.or.jp/service/uschina/20240801.pdf#page=3 
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別添 

※CISTEC 仮訳 
 

 商務部公告 2026 年第 30号 EU のエンティティ 14 社の輸出規制管理リスト追加に関す
る公布 7 
 
【発布団体】安全管理局（産業安全・輸出入管理局） 
【発布文書番号】商務部公告 2026 年第 30 号 
【発布期日】2026年 7月 24 日 
 
《中華人民共和国輸出管理法》および《中華人民共和国両用品目輸出管理条例》等の法

律法規の関連規定に基づき 8、国の安全と利益を守り、拡散防止等の国際義務を履行する
ため、拉法特集団（Lafert S.p.A.）など EU のエンティティ 14 社を輸出規制管理リスト
（付属文書参照）に追加し、以下の措置を講じることを決定した： 
 
 一、輸出者が上記エンティティ 14 社に両用品目を輸出することを禁止し、国外の組織
および個人が中華人民共和国を原産とする両用品目を上記エンティティ 14 社に移転また
は提供することを禁止する；現在行っている関連活動は直ちに停止しなければならない。 
 
 二、特殊な状況下で確かに輸出する必要がある場合、輸出者は商務部に申請を提出しな
ければならない。 
 
本公告は公布の日より正式に実施する。 

 
付属文書：輸出規制管理リスト（2026年 7 月 24日） 

 
商務部 

2026年 7 月 24 日 
 

 
7 「商务部公告 2026 年第 30 号 公布将 14 家欧盟实体列入出口管制管控名单」（中華人民共和国商務部サ
イト政務公開・政策発布 2026 年 7 月 24 日）
https://www.mofcom.gov.cn/zwgk/zcfb/art/2026/art_2c9a32aa73bf4f5ea80ffa83e62fb259.html 
8 （訳者注）《中華人民共和国輸出管理法》第 18 条および《中華人民共和国両用品目輸出管理条例》第
28、29、30 条。なお、《中華人民共和国輸出管理法》第 18 条および《中華人民共和国両用品目輸出管理
条例》第 30 条に輸出規制管理リストからの除外に関する規定があるが、本公告では言及されていない。 
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付属文書 
 

輸出規制管理リスト 
（2026 年 7月 24日） 

 
1．拉法特集団（Lafert S.p.A.） 
 住所：Via J.F. Kennedy 43, San Donà di Piave, Venice, Italy 
 郵便番号：30027 
 
2．嘉耐特公司（Garnet S.r.l.） 
 住所：Via De Gasperi 31, Concorezzo (MB), Italy 
 郵便番号：20863 
 
3．辛徳豪瑟材料有限公司（Sindlhauser Materials GmbH） 
 住所：Daimlerstraße 68, Kempten, Germany 
 郵便番号：87437 
 
4．莱茵金属公司（Rheinmetall AG） 
 住所：Rheinmetall Platz 1, Düsseldorf, Germany 
 郵便番号：40476 
 
5．安特拉科化工貿易有限公司（Antraco Chemie-Handelsgesellschaft mbH） 
 住所：Düsseldorfer Landstraße 17, Duisburg, Germany 
 郵便番号：47279 
 
6．InPACT 公司（InPACT S.A.） 
 住所：265 Rue de la Volta, Saint-Marcel, France 
 郵便番号：73600 
 
7．三五実験室（III-V LAB） 
 住所：1 avenue Augustin Fresnel, Palaiseau, France 
 郵便番号：F-91767 
 
8．Cavok UAS公司（Cavok UAS） 
 住所：Allée des Cuirassiers, Sainte-Menehould, France 
 郵便番号：51800 
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9．維戈爾光電公司（Vigo Photonics S.A.） 
 住所：129/133 Poznanska St., Ozarow Mazowiecki, Poland 
 郵便番号：05-850 
 
10．弗羅茨瓦夫理工大学（Politechnika Wroclawska） 
 住所：Wybrzeze Stanislawa Wyspianskiego 27, Wroclaw, Poland 
 郵便番号：50-370 
 
11．IHC 公司（IHC Merwede Holding B.V.） 
 住所：Smitweg 6, Kinderdijk, The Netherlands 
 郵便番号：2961 
 
12．太脱拉卡車公司（TATRA TRUCKS a.s.） 
 住所：Areal Tatry 1450/1, Koprivnice, Czech Republic 
 郵便番号：74221 
 
13．Opticoelectron集団（Opticoelectron Group） 
 住所：Industrial Park Opticoeletron, Panagyurishte, Bulgaria 
 郵便番号：4500 
 
14．Ekspla 公司（Ekspla UAB） 
 住所：Savanoriu Ave 237, Vilnius, Lithuania 
 郵便番号：LT-02300 


